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国をあげてITとECを振興

シンガポールの国土は淡路島と

ほぼ同じ大きさで、人口は380万

人を超える程度である。従来、ア

ジアにおける交通・貿易のハブ

（中継基地）として栄えてきたが、

近年は狭い国土でのさらなる発展

の手段として、IT（情報技術）の

振興を図っている。

現在では、アジアのITおよび

EC（電子商取引）のハブとなる

ことを目標に、シンガポールの大

きな特徴の１つである政府の強力

なバックアップのもとで、国をあ

げてこの分野での成功を画策して

いる。

情報通信インフラの整備

シンガポールの情報通信インフ

ラ整備に関する政策としては、

1992年の「IT2000｣（国家情報通

信マスタープラン）と、1996年の

｢シンガポール・ワン｣（国家情報

通信プロジェクト）がよく知られ

ている。

「IT2000」は、21世紀に向けたシ

ンガポールにおけるITのあり方を

フレームワーク化したもので、

｢シンガポール・ワン」は、それ

を実現するための具体的な計画を

まとめたものである。

｢シンガポール・ワン」は、次の

２つから成り立っている。

①シンガポール全域にわたる大

容量広帯域ネットワーク・交

換機の整備

国内各地にATM（非同期転送

モード）交換機を配置し、それら

を光ファイバーで結ぶ基盤ネット

ワークを構築・整備している。

現在、一般ユーザーには、シン

ガポール・テレコムの運営する

ADSL（非対称デジタル加入者線）

サービスと、シンガポール・ケー

ブルビジョンの運営するケーブル

モデムサービスが提供され、シン

ガポール全土で高速なインターネ

ット接続環境が使用可能になって

いる。

②高度なマルチメディアサービ

スの提供

①の大容量広帯域ネットワー

ク・交換機を利用して、インター

ネット上での行政サービス、家庭

向けの映画・音楽などのマルチメ

ディアサービス、ホームバンキン

グ、電子ショッピング、さらには

遠隔地を結ぶ学校の実現に向けた

研究活動など、数多くのサービス

がすでに実現されている。

アジアのEC拠点を目指した施策

アジアにおけるEC拠点となる

ことを目標にしたEC関連の政策

としては、1998年に制定された

｢ECマスタープラン」と「電子商

取引法」がある。

「ECマスタープラン」は、さま

ざまな製品・サービスの受発注

を、電子的にシンガポール経由に

させる計画である。国際間でつな

がったECインフラの整備、公共

および企業間でのEC利用の促進

を掲げており、2003年までに全ビ

ジネスの50％が何らかの形でEC

を利用すると想定している。

法体系の整備も進められてい

る。｢ECマスタープラン」と同年

に施行された「電子商取引法」で

は、電子的に保存された各種記録

や電子署名・認証の効力を認め、

認証機関の設置を制定した。

また、地元企業のECへの参加
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を促進するためのプログラムも整

備されている。政府機関による、

無料コンサルティングや、EC関

連プロジェクトにかかるコストへ

の補助金支給などの制度がある。

シンガポール発のECビジネス

このような振興策のもと、シン

ガポールでは近年、ECベンチャ

ー系企業が次々と設立されてき

た。街を走るバスには、企業ロゴ

とともに「http://www.…」とホ

ームページのアドレスが大書さ

れ、至る所でそれら企業の広告が

見受けられる。

特に1999年以降は、シンガポー

ル証券取引所に新規上場をする企

業も出現し、｢ネット企業上場ブ

ーム」が起こっている。

これら企業の特徴として、当初

からシンガポール国内だけでな

く、アジア全体、欧米といった大

きな市場を意識したサービスを展

開していることがあげられる。

以下に、注目される企業をいく

つかあげよう。

①メディアリング（http://www.

mediaring.com.sg/）

インターネット電話サービスを

行っている。パソコンから日本国

内の電話へは、１分10円ほどでか

けられる。シンガポール以外にも、

日本、米国、欧州市場への進出を

狙う。1999年11月にシンガポール

証券取引所に上場した。

②ホライゾン・ドット・コム

（http://www.horizon.com.sg/）

画期的なオンライン学習ソフト

で有名な企業である。2000年１月

にシンガポール証券取引所に上場

した。

③サード・ボイス（http://www. 

thirdvoice.com/）

インターネット上で人々の声を

集めるサイト、株式情報、商品情

報、バーチャル（仮想）コミュニ

ティの議論など、さまざまな情報

の検索・閲覧を実現している。

1998年に米国シリコンバレーに進

出した。

④フィナティーク（http://www. 

finatiq.com.sg/）

シンガポールの大手銀行グルー

プOCBC（オーバーシー・チャイ

ニーズ・バンキング）による、バ

ーチャル銀行である。普通預金よ

りも高い利率を売り物にしてい

る。

⑤フィリップ・オンライン

（http://www.phillip.com.sg/）

オンライン証券取引サービスを

手がけている。ユーザーは、シン

ガポール証券取引所以外にも、香

港やマレーシアなどの証券取引所

でも売買することができる。シン

ガポールでは、「2000年のｅブロ

ーカー」賞を獲得した。

⑥ベックス・コム（http://www. 

bexcom.com/）

B to B（企業間）取引向けECネ

ットワークを提供する。シンガポ

ール国内では、1000社以上のサプ

ライヤー（供給業者）が利用する

といわれ、将来は世界中にサービ

スを展開する予定である。1999年

に、さくら銀行、三井物産、東芝

と共同で、NBEXという運営会社

を設立し、日本市場での展開を目

指している。

独創的な商品・サービスの開発が

鍵に

シンガポールでは、2000年４月

に通信事業への参入が完全自由化

され、ITおよびECの分野はます

ます活況を呈している。

今後、さらなる発展をとげられ

るか否かは、輩出したECベンチ

ャー企業が、オリジナリティあふ

れる魅力的な商品・サービスを提

供できるかにかかっているのでは

ないだろうか。アジアの情報拠点

を目指すシンガポールの挑戦は、

これからが本番であろう。
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